予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　　項：社会福祉費　　目：社会福祉諸費　　　
	事業名: 見守りネットワーク活動強化対策費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　　　健康福祉部地域福祉国保課　地域福祉係　電話番号：058-272-1111（内 2521）

　　　　　　E-mail：c11219@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額： 445千円（前年度予算額： 1,247千円）
	要求内容


	１　要求の内容


地域での見守りネットワーク活動等の取組を促進するため、ＮＰＯ団体や民間事業者との連携強化を図る事業を実施します。

（1） ＮＰＯ、住民団体との意見交換会の開催

　県内では、「見守りネットワーク活動」、「ふれあいサロン」などにＮＰＯ、住民団体が主体となり取り組まれている事例があります。こうしたＮＰＯ、住民団体と県及び市町村との意見交換会を開催し、新たな協力体制の構築を目指します。

（2） 民間事業者との連携による見守り支援事業
　新聞配達員や郵便配達員など、日頃から地域住民と接する機会の多い事業者の方の協力を仰ぎ、住民の生活の問題・異変を早期に発見できる仕組みづくりを促進します。

	２　所要経費


（1） ＮＰＯ、住民団体との意見交換会  168千円
（2） 民間事業者との連携による見守り支援事業　277千円
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	1,247
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,247

	要求額
	445
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	445

	決定額
	445
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	445


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　ＮＰＯ法人との意見交換や民間事業者との連携による見守り活動を進める中で、地域住民を主体とした助け合い・支え合い活動（高齢者の見守りや日常生活の助け合い活動）の促進を図ります。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	見守りネットワーク活動

（県内における実施率）
	51.0%
(H21)
	55.6%
（H22）
	54.8%（H23）
	59.4%
（H24）
	100%
（H25）
	59.4％


	日常生活支援活動
（県内における実施率）
	6.5%
(H21)
	7.7%
（H22）
	10.3%
（H23）
	13.1%
（H24）
	20%
（H25）
	65.5％



○指標を設定することができない場合の理由
	

	（平成24年度の取組）

事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
· ＮＰＯ、住民団体との意見交換会
　平成24年5月28日（県庁内会議室）　　12人参加
　平成24年5月29日（東濃西部総合庁舎） 7人参加
· 民間事業者との連携による見守り支援事業
　平成24年8月24日（県民ふれあい会館）

参加者：民間事業者・関係団体等　15人　その他市町村担当者




（平成24年度の成果）

	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
　地域での支え合い活動に係るニーズの増加に伴い、ＮＰＯ団体が担うこれらへの活動にも注目が集まっています。ＮＰＯ団体との意見交換を重ね、より現場に応じた支援を行っていきます。
　また、新聞販売店、郵便局員等からの通報により、住民の異変にいち早く気づき、孤独死等を防ぐ事例が報告されています。今後も引き続き、市町村と民間事業者との協力体制の構築を促進していきます。

	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	地域での支え合い活動（制度外サービス）は、人口構造の高齢化に伴い今後ますます必要性は高まる見込みです。実情に応じた施策を行うためにも、ＮＰＯ法人や民間事業者など地域活動の担い手となる関係団体との意見交換は今後も重ねる必要があります。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

△

	地域での支え合い活動は、達成率は満たしていないものの、確実に実施率は増加している状況です。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	個々の地域が抱えている課題は、幅広く多岐にわたります。様々な地域のおける実践事例を紹介しながら、引き続き地域での支え合い活動の推進を図ります。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　地域住民による見守りネットワーク活動や生活支援活動の整備は、短期間では整わず、また、市町村及び市町村社協の協力・支援体制が必要であることなどの課題が挙げられます。長期的な計画により継続的に取り組む必要があると考えられます。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
　地域での支え合い活動（制度外サービス）は、人口構造の高齢化に伴い今後ますます必要性は高まる見込みです。現場のニーズを吸い上げながら、引き続き事業を行っていきます。


